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１　所管予算案総括表

（１）一般会計予算額 ［単位：千円］
平成２９年度

予算額
平成２８年度

予算額
増減額

65,408 73,315 ▲ 7,907

109,873 110,171 ▲ 298

101,845 70,506 31,339

23,533 11,388 12,145

（２）特別会計予算額 ［単位：千円］
平成２９年度

予算額
平成２８年度

予算額
増減額

0

0

（３）　所管の重点施策 ［単位：千円］

事業名 予算額

予算説明書の事業名 所管課

東京事務所運営事業 12,949

東京事務所に要する経費 秘書広報課

ひとまもり自治区形成事業補
助金

7,200

協働事業推進に要する経費 自治振興課

職員参集システム・災害用携
帯電話導入事業

584

地域防災に要する経費
防災危機
管理課

業務継続計画策定事業 16,396

地域防災に要する経費
防災危機
管理課

自主防災連携活動事業 7,250

地域防災に要する経費
防災危機
管理課

災害情報共有システム導入事
業

13,138

地域防災に要する経費
防災危機
管理課

共創戦略室

災害対策を迅速に進めるため、被災情報
等をリアルタイムに集約し、災害共有・
伝達を行うため災害情報共有システムを
導入します。

事業概要

東京事務所を通じて、中央からの迅速な
情報収集、積極的な情報発信を行い、別
府市の存在をアピールし、別府市の「し
ごと」の創生、「かせぐ力」の増強に努
めます。

日々のくらしの圏域内の団体が連携・協
力し、地域の「宝」を発掘し、地域を磨
き、相互に支え合いながら、共通の課題
を解決する「ひとまもり自治区」・中規
模多機能自治区の実現に向けた取組を支
援します。

熊本地震を踏まえ、防災態勢を整備する
ため職員参集システムや災害用携帯電話
を導入します。

災害時に資源（人、物、情報等）が制約
を受けた場合でも、一定の業務を的確に
行えるよう、業務継続計画を策定しま
す。

課名

秘書広報課

自治振興課

防災危機管理課

公民連携課

自主防災組織を活性化し、「ひと」と
「まち」をまもる取組みを強化するた
め、自主防災会が連携して実施する防災
訓練の経費等に対して助成を行います。
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事業名 予算額

予算説明書の事業名 所管課

避難所基盤整備事業 24,239

地震津波等被害防止対策に要
する経費

防災危機
管理課

公共施設マネジメント事業 16,635

公共施設マネジメントに要する経費 公民連携課

公民連携事業 6,898

公民連携事業に要する経費 公民連携課

多様化する行政需要に、民間の知識や資
金を活用した公民連携事業を推進し、市
民サービスの向上や財政負担の軽減など
に取り組みます。

事業概要

災害時に避難者の生活環境を確保するた
め、避難所にマンホールトイレを年次計
画で整備します。

公共施設について、施設の統廃合や機能
の集約化、適切な予防保全により、公共
施設の「長寿命化」と「維持管理費用の
削減」に取り組みます。

2



 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 01 0105 秘書に要する経費

款 項 目 事業

02 01 01 0107 市政功労者等表彰に要する経費 秘書広報課

所管課

事業名称

8,834 8,834

【事業の目的】
　特別職（二役）の秘書に関する業務、渉外、儀式及び交際事務等に関する業務を行います。

【事業概要】
　市内で行われる各種大会の後援等贈呈品の受付、市交際費（慶弔、祝儀、懇親会等会費）等
に関する業務を行います。
　・各種大会後援等贈呈品料…２９２千円
　・市交際費…１，０００千円

【実績等】
　平成２７年度
　・各種大会後援等贈呈品料…２６６千円
　・市交際費…４５０千円

事業名称

所管課

その他

秘書広報課

一般財源国県支出金予算額 地方債

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　市政の発展、文化の振興又は公共の福祉の増進に功労のあった個人若しくは団体を表彰する
ことにより、功労者をたたえるとともに市民の意識向上を図ります。

【事業概要】
　別府市功労表彰式、感謝状贈呈、永年勤続市議会議員祝品等に関する業務を行います。
　・特別功労表彰、功労表彰記念品料…３４４千円
　・感謝状贈呈記念品料…２５千円
　・永年勤続市議会議員祝品料…１５６千円

【実績等】
　平成２７年度
　・特別功労表彰、功労表彰記念品料…２４２千円

1,833 1,833
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 01 1231 東京事務所に要する経費

款 項 目 事業

02 01 02 0115 市報等発行に要する経費

【事業の目的】
　東京事務所において、中央からの迅速な情報収集、積極的な情報発信を行い、別府市の存在
をアピールし、別府市の「しごと」の創生、「稼ぐ力」の増強に努めます。

【事業概要】
　観光宣伝・誘客、企業誘致、中央省庁・関係機関との連絡調整、その他幅広い業務を行いま
す。
・旅費（移転、帰省、都内等移動）　　　　　　　１，３０５千円
・事務所、公舎等借上料　　　　　　　　　　　　８，２３１千円
・その他（運営費等）　　　　　　　　　　　　　３，４１３千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計１２，９４９千円

事業名称 所管課

秘書広報課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,949 278 12,671

【事業の目的】
　市報等に行政情報やイベント等の情報を掲載し、周知することにより、市民サービスの向上
を図ります。

【事業概要】
　市報の作成・配布、四季のカレンダーの作成・配布、声の市報、点字市報、市報べっぷホー
ムページ版の作成等を行います。
　・市報の作成等　３７，１２９千円（市報発行部数　６２６，４００部）
　・四季のカレンダー作成等　２，１９２千円（カレンダー発行部数　５５，５００部）

【実績等】
　Ｈ２６年度
　　市報の作成等　３５，７７５千円（市報発行部数　６２７，５００部）
　　四季のカレンダー作成等　１，９６８千円（カレンダー発行部数　５５，５００部）

　Ｈ２７年度
　　市報の作成等　３６，６０２千円（市報発行部数　６２５，９００部）
　　四季のカレンダー作成等　２，０２９千円（カレンダー発行部数　５５，５００部）

事業名称 所管課

秘書広報課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

39,321 80 39,241
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 02 0116 広報事務に要する経費

【事業の目的】
　市民への広報手段の多様化を図るとともに、報道機関への情報提供を行うことにより、開か
れた市政の実現を図ります。

【事業概要】
　報道機関との連絡調整、ケーブルテレビ制作放送業務委託、ラジオ放送委託、その他広報活
動を行います。
　　ケーブルテレビ制作放送業務委託費　１，２９６千円
　　ラジオ放送委託費　５１５千円

【実績等】
　Ｈ２６年度
　　ケーブルテレビ制作放送業務委託費　１，２９６千円
　　ラジオ放送委託費　５１５千円

　Ｈ２７年度
　　ケーブルテレビ制作放送業務委託費　１，２９６千円
　　ラジオ放送委託費　５１５千円

事業名称 所管課

秘書広報課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,471 2,471
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 02 0117 広聴事務に要する経費

【事業の目的】
　市民ニーズの的確な把握を行い、市政へ反映させます。市民生活の不安等の解消を行政の立
場で対応します。

【事業内容】
・市民相談委託事業　１，４００千円
　市政への意見や日常生活の苦情等を受付ける相談窓口であり、相談内容としては、家庭内の
問題から市営住宅、法律問題と多岐に渡っているため、今後も市民生活の安定と福祉の増進を
図るため、市民のニーズを把握して要望や提言を市政に反映させていきます。
・行政掲示板設置事業　５１９千円
　市政に関する広報紙や町内での周知文書の広報場所として使用するための行政掲示板の新規
設置と既存掲示板の補修を行います。

【実績】
市民相談受付件数
　Ｈ２６年度　４０６件 / Ｈ２７年度　４０８件　/　Ｈ２８年度　３３０件（１月末時点）
行政掲示板設置件数
　Ｈ２６年度　１５件　/　Ｈ２７年度　１６件　/　Ｈ２８年度　１１件（１月末時点）

事業名称 所管課

自治振興課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,019 2,019
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 07 0856 男女共同参画に要する経費

【事業の目的】
　男女共同参画推進条例及び第２次男女共同参画プラン（行動計画書）に基づき、行政・事業
者・市民の責務を明確化し、それぞれの立場での男女共同参画社会の形成の推進を働きかけま
す。あわせて、男女共同参画社会の実現に向け、男女共同参画センターを拠点とし、研修や講
座等を展開します。

【事業内容】
・男女共同参画啓発事業　１，８２８千円
　市民を対象に、男女共同参画に対する啓発活動や、講演会（男女共同参画フォーラム）を開
催し、男女共同参画意識の醸成を図るための事業を行います。男女共同参画社会の実現に向け
て、市民一人ひとりが個性と能力を発揮して、あらゆる分野に参画できるまちづくりを目指
し、男女共同参画社会の形成の推進に関する重要な事項について審議等を行い、第２次男女共
同参画プランの数字目標達成に向けて企業や団体に積極的に取り組むと共に企業向けアンケー
ト調査の結果を報告します。新たに啓発グッズ等作成し、啓発を行います。女性の人権を著し
く侵害するＤＶ相談やその他女性が抱える問題について専門知識を要する場合において、専門
の相談窓口につなげ、支援を行います。
・男女共同参画研修事業　１，０３７千円
　市民を対象に、男女共同参画についての基礎的な講座や、相談員向けの男女共同参画に係る
研修、企業や団体等にむけたワーク・ライフ・バランスの研修を実施します。中学生や養護教
諭等にデートＤＶ講座も継続して実施します。

【実績】
男女共同参画フォーラム　参加人数　平成２７年度　９７人/　平成２８年度　１１３人
啓発誌発行　　平成２７年度　３回　/　平成２８年度　３回
男女共同参画推進本部会議・幹事会
  平成２７年度　本部会議２回・幹事会１回 /　平成２８年度　本部会議　２回（予定）
相談員研修　平成２７年度　１回　/　平成２８年度　１回
職員向け研修　平成２７年度　３回　/　平成２８年度　３回（予定）
企業向け研修　平成２７年度　２回（別府自衛隊駐屯地、別府青年会議所）　/　平成２８年
度　２回（予定）
デートＤＶ講座（中学生向け）　平成２７年度　２回　/　平成２８年度　２回（予定）
男女共同参画センター主催講座　平成２７年度　１３回/　平成２８年度　１５回（予定）
男女共同参画センター第１回フェスタ　１２月開催

事業名称 所管課

自治振興課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,074 161 5,913
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 07 1136 協働事業推進に要する経費

　　　市長の諮問に応じ、協働のまちづくり推進に関する重要事項を調査審議します。

・協働推進事業費補助金
　（泉都別府ツーリズム支援事業　～Ｈ２６年度、協働のまちづくり事業　Ｈ２７年度～）

款 項 目 事業

02 01 07 1151 男女共同参画センター管理に要する経費

一般財源その他地方債国県支出金予算額

【事業の目的】
　男女共同参画推進条例及び第２次男女共同参画プラン（行動計画書）に基づき、本市におけ
る男女共同参画社会の形成の推進に関する取組を支援するため、男女共同参画センターを拠点
施設として、管理運営を行います。

【事業内容】
・男女共同参画センター管理に要する委託料　３，４５２千円
　　センターを円滑に運営していくため、施設管理に関する業務委託等に係る契約に要する経
　費
・修繕料　７０４千円
　　センターが男女共同参画社会の形成の推進の拠点施設となるよう老朽化した施設等の修繕
　を行います。
・施設整備工事費　１，９４６千円
　　施設利用者の安全を確保するため施設整備に必要な工事を行います。

4,8605,48610,346

ら共通の目的を達成する取組を支援することによって、市民と行政が協働してまちづくりを

　　平成２６年度　１２事業　６，５００千円（うち行政提案型 ４事業 １，８７４千円）
　　平成２７年度　１１事業　７，０００千円（うち行政提案型 ３事業 ３，０００千円）

　①ひとまもり自治区形成事業補助金　　７，２００千円
　　　「べっぷ未来共創戦略」に掲げる「ひととまちをまもり、地域と地域が連携する」基本
　　目標の達成を図ります。
　②別府市協働のまちづくり推進委員会委員報酬　　２２１千円

　　推進します。

【実績等】

8,644

事業名称 所管課

自治振興課

　③協働推進に関すること　　　講師等謝礼金　５００千円

【事業の目的】
  地域間の連携強化のために、地縁団体やまちづくり団体と連携・協働し、相互に支えなが

行う体制の構築を目指します。

【事業概要】　　

8,644

　　平成２８年度　　７事業　７，０００千円（うち行政提案型 ４事業 ４，０００千円）

　　　市民や行政職員向けの協働に関する講座等を開催することで、協働によるまちづくりを

事業名称 所管課

自治振興課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 10 0145 自治振興に要する経費

款 項 目 事業

03 01 01 0231 女性保護対策に要する経費

【事業の目的】
　売春防止法に基づき、要保護女性についてその転落の未然防止と保護更生を図ること及び配
偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律に基づき、配偶者からの暴力の被害者で
ある女性の相談業務を行います。その他女性が抱える問題について支援を行い、必要に応じて
専門機関につなげます。

【事業内容】
・非常勤職員報酬等　４，７０４千円
　女性相談員２名を雇用し、市役所及び平成２５年４月に開設し５年目を迎える男女共同参画
センターにおいて、女性相談業務を実施します。庁内での連携を今後一層密に行うため、別府
市庁内ＤＶ防止等ネットワーク会議を昨年設置し、今年度から運用していきます。被害者支援
を円滑に行えるように連携の構築を図ります。そして、相談員による職員に向けた情報の漏出
の危険性などを掲載した啓発誌を作成します。

事業名称 所管課

自治振興課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,748 1,330 3,418

【事業の目的】
　自治委員活動を支援することにより、行政依頼事務の適正な処理を進めます。行政と市民と
の距離が縮まり、協働のまちづくりを推進します。

【事業内容】
①自治委員報酬　５８，１７０千円
　　行政から市民への広報業務等、自治委員の活動を支援するため、自治委員設置規則に基づ
　き自治委員に報酬を支給します。
②記念品費　２６５千円、印刷製本費　８４千円
　　退任自治委員や、一定年数町内役員に従事した自治会役員の地域への貢献に対し、感謝状
　と記念品を贈呈します。
③負担金補助及び交付金　１８，５４４千円
　　自治委員の活動を支援するため、自治委員事務費助成金交付要綱に基づき、事務費助成金
　を支給します。行政依頼事務を円滑に処理するため、全自治委員で組織される自治委員会に
　対し、自治委員会運営費助成金を支給します。
④費用弁償　５５千円、普通旅費　７千円
　　自治会を中心とした地域住民と行政との協働のまちづくりを進めている先進地の状況を学
　ぶため、隔年で自治委員研修視察を実施しています。地域課題の解決等について、先進地の
　事例を学び、意見交換をすることにより、住みやすい地域づくりに役立てます（２９年度は
　実施なし）。

【実績等】
　　自治委員総会・自治委員会総会　　年１回
　　自治委員会三役会　　　　　　　　年４回
　　自治委員会支部長会　　　　　　　年４回
　　自治委員会理事会　　　　　　　　年４回
　自治委員は上記会議のほか、全市一斉清掃や新年互礼会等の市関連行事開催への協力、委嘱
された各種委員会への出席等、市からの依頼業務に協力し、市政の円滑な運営に寄与していま
す。

事業名称 所管課

自治振興課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

78,042 78,042
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 12 0147 交通安全指導員に要する経費

款 項 目 事業

02 01 12 0148 交通安全推進に要する経費

【事業の目的】
　　市民及び観光客を交通事故から守るため、交通安全に関する事業を推進し、交通安全意識
　の高揚を図るとともに交通事故のない明るい街づくりに寄与します。

【事業内容】
　①高齢者運転免許証自主返納支援事業　４，０００千円
　　　別府市在住で７０歳以上の方が有効期限内の運転免許証を返納した場合、１０，０００
　　円相当のニモカを支給します。

　②大分県交通安全協会別府支部補助金　４，６２０千円
　　　交通安全推進を図るため、大分県交通安全協会別府支部が交通指導員を雇用する費用
　　の一部を補助します。

【実績等】
　高齢者運転免許証自主返納支援事業
　　　　平成２２年度－３７９名　　　　平成２３年度－２６４名
　　　　平成２４年度－２３６名　　　　平成２５年度－２７２名
　　　　平成２６年度－３２４名　　　　平成２７年度－４１４名

事業名称 所管課

防災危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,163 9,163

【事業の目的】
　　各地区ごとに交通安全指導員を配置することにより、学童及び園児を交通事故から守り
　ます。また、市主催の行事においても本市における交通安全対策に寄与します。

【事業内容】
　①交通安全指導員報酬　３，１９８千円
　　　　年額８２，０００円×３９名

　②交通安全指導員　被服費　９３０千円

【実績等】
　　交通安全指導員数
　　　　平成２２年度－３４名　　　　平成２３年度－３０名
　　　　平成２４年度－３２名　　　　平成２５年度－３１名
　　　　平成２６年度－３５名　　　　平成２７年度－３６名
　　　　平成２８年度－３６名

事業名称 所管課

防災危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,192 5,192
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 16 0819 生活安全に要する経費

款 項 目 事業

02 01 16 0994 国民保護協議会に要する経費

【事業の目的】
　　武力対処事態に際して、迅速かつ的確な措置を実施するため国民保護協議会を開催し、
　体制の確保を図ります。

【事業内容】
　国民保護協議会　開催費用　　８６千円
　
【実績等】
　　平成１８年度　別府市国民保護計画　策定

事業名称 所管課

防災危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

86 86

【事業の目的】
　　犯罪、事故及び災害等がない安心して生活できる環境を確保することのできる「まち」の
　実現を目指します。

【事業内容】
　①別府市暴力絶滅対策協議会補助金　　　　　７６千円
　②別府市防犯協会連合会補助金　　　　２，０８５千円
　③大分被害者支援センター運営補助金　　　１５７千円

【実績等】
　　平成１２年度　別府市生活安全条例　　施行
　　平成２３年度　別府市暴力団排除条例　施行

事業名称 所管課

防災危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,320 2,320
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

10 01 04 0535 防災会議に要する経費

款 項 目 事業

10 01 04 0536 地域防災に要する経費

【事業の目的】
　　防災体制の整備及び住民への啓発を行うことにより、災害発生時の被害を最小限に抑え
　ます。
【事業内容】
　①自主防災連携活動補助金　　　　　　　　　　７，２５０千円
　　　自主防災組織を活性化し、「ひと」と「まち」をまもる取組を強化するため、自主防
　　災会が連携して実施する防災訓練の経費等に対して助成を行います。

　②業務継続計画策定業務委託料　　　　　　　１６，３９６千円
　　　災害時に資源（人、物、情報等）が制約を受けた場合でも、一定の業務を的確に行える
　　よう、業務継続計画（ＢＣＰ）を策定します。
　
　③災害情報共有システム導入委託料　　　　　１３，１３８千円
　　　災害対策を迅速に進めるため、被災情報等をリアルタイムに集約し、情報共有・伝達を
　　行うため、災害情報共有システムを導入します。

　④職員参集システム・災害用携帯電話導入事業　　　５８４千円
　　　熊本地震を踏まえ、防災態勢を整備するため職員参集システムや災害用携帯電話を導入
　　します。

予算額

1,775

地方債

事業名称 所管課

48,276 13,100 24,611 10,565

防災危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　　市民の生命と財産を災害から守るため、防災関係機関及び生活関連団体からの協力を得て
　防災会議を開催し、地域防災計画の策定・遂行することで円滑かつ的確な災害対策を行いま
　す。

【事業内容】
　①防災会議　開催費用　　　　　　　　２３５千円

　②防災パトロール　開催費用　　　　　　１３千円

　③地域防災計画　印刷代・郵送代　１，５２７千円
　　　　別府市地域防災計画（地震・津波対策編）
　　　　　　　　〃　　　　（風水害・火山対策編）
　　　　　　　　〃　　　　（資料編）

所管課

防災危機管理課

事業名称

その他 一般財源

1,775

国県支出金
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

10 01 04 0718 防災無線管理に要する経費

款 項 目 事業

10 01 04 1131 地震津波等被害防止対策に要する経費

【事業の目的】
　東日本大震災での津波被害にかんがみ、津波の対策を推進します。

【事業内容】
　①避難所マンホールトイレ設置　　　　　１７，２５６千円
　　　災害時に避難者の生活環境を確保するため、避難所にマンホールトイレを年次計画で
　　整備します。
　
　②災害時非常用備蓄品の購入　　　　　　　６，９８３千円
　　　災害発生後の初期段階で必要となる食料などを年次計画で購入します。

事業名称 所管課

防災危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

24,239 17,200 7,039

【事業の目的】
　災害時の緊急連絡手段である防災無線の維持管理を行い、迅速かつ確実な通信手段を確保し
ます。

【事業内容】
　・防災情報システム全体（移動系、同報系）の保守点検委託　５，３０３千円
　・電波利用料・ＭＣＡ利用料　　　　　　　　　　　　　　　２，７６６千円

【実績等】
　　（移動系：職員間、関係機関間通信用）平成２２年度にデジタルＭＣＡ無線を整備
　　　　統制局２（うちＧＰＳ用１）、副統制局２（うちＧＰＳ用１）、半固定局６８
　　　　車載局３１、可搬局５、携帯局１０　　　　合　計　　１１８局

　　（防災情報システム（同報系含む）：市民周知用）平成２６年度に整備
　　　　Ｊ－ＡＬＥＲＴや携帯電話の緊急速報メールと連携
　　　　拡声子局３　　南部　　ゆめタウン
　　　　　　　　　　　中央部　ティ・エフ・シー本部ビル
　　　　　　　　　　　北部　　亀川小学校

事業名称 所管課

防災危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,284 9,284
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

12 01 01 0671 災害応急復旧に要する経費

【事業の目的】
　　被災後、速やかに被災個所を普及することにより、被害の拡大防止と社会活動の早期
　回復を図ります。

【事業概要】
　　災害時の迅速な応急復旧を実施します。
　　　災害応急復旧工事費　　　１，０００千円
　　　消耗品費（土嚢等購入）　　　３００千円
　　　災害時用食糧費　　　　　　　２００千円

事業名称 所管課

防災危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,510 1,510
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 06 1135

款 項 目 事業

02 01 07 1281

予算額

16,635

地方債

事業名称 所管課

6,898 6,898

公民連携課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

公共施設マネジメントに要する経費

所管課

公民連携課

事業名称

その他 一般財源

16,635

国県支出金

公民連携事業に要する経費

【事業の目的】

多額の財政負担が予測される公共施設の維持更新について、施設の統廃合や機能の集約化な

ど適正な配置計画と、中長期的な視点に立った適切な予防保全計画に基づき、公共施設の

「長寿命化」と「維持管理費用の削減」に取り組み、安定した行政運営の継続を図ります。

【事業概要】

平成２８年度策定の「別府市公共施設再編計画」を市民へ広く周知し、合意形成を図るため

住民説明会を開催します。また、老朽化した公共施設の長寿命化を図り、計画的な予防保全

を実施するため、中長期の「公共施設保全計画（実施計画）」を策定します。

公共施設保全計画策定支援業務委託料 １４，０４０千円

市民説明会用パンフレット作成費 ４７６千円

公共施設マネジメント支援システム保守管理業務委託料 １，０８０千円 他

【実績等】

平成２５年５月 別府市公共施設白書

平成２７年４月 別府市公共施設マネジメント基本方針公表

平成２８年４月 別府市公共施設総合管理計画公表

【事業の目的】

これまで行政が単独で取り組んできた分野に、民間の力を活かすことで、より良い公共サー

ビスの提供や市の財政負担の軽減、地域の活性化などを図ります。

【事業概要】

行政と民間をつなぐワンストップ窓口をつくり、民間事業者との意見交換等を通じて事業提

案を促進し、公民連携事業の新規案件形成を図ります。また、ＰＦＩ事業等における最適な

事業手法を検討する委員会を設置するほか、公民連携の人材育成や地域企業等とのプラット

フォームの形成を進めます。

最適事業手法検討委員会経費（委員謝礼金等）１１８千円

公民連携人材育成研修参加費（旅費・負担金）９４６千円

公民連携案件形成支援業務委託料 ５，１８４千円 他

【事業概要】

平成２８年度 サウンディング調査（対話型市場調査) ２件
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